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    水道施設の耐震設計における性能設計化が一向に一般化しない．それは性能設計化を実現するための性

能目標が明確かつ定量的に設定されていないためである．この課題に対して，本論では，耐震性能 1,2,3に
対して水道事業体，管路メーカー，管路施行者が目指すべきそれぞれの目標値を算定する方法を提示する．

さらに，水道事業体が管理・運営する水道ネットワークシステムの耐震性能を信頼性設計法に基づいて実

現する手法を「水道システムの耐震安全性能照査法」として提案する． 

 

 

     Key Words: water supply system, network connectivity analysis, performance-based seismic design 
 

 

1. はじめに 

 

 公共施設の耐震設計における性能設計化が提唱されて

から数十年が経過したが，未だに性能設計化が行き渡っ

ているとは言い難い．これは，性能設計法 1)が信頼性設

計法体系 2)で定式化されており，設計変数の不規則量を

設計実務に取り込むことの難しさを反映しているのが，

一つの理由であろう． 

 その他の理由としては，性能設計を行うことで従来の

設計法と比較してどのようなメリットがあるのか実感で

きない点があったのではないか？逆に，実務設計者が性

能設計にメリットを実感できる事例としては，海外プロ

ジェクトで自国と相手国の設計法が異なる時に性能設計

法を基礎にして相互理解が可能となる場合や国内で新規

参入を企図して既存品と新規提案品の性能比較を性能設

計法に基づいて説明できる場合であろう． 

 また，発注者あるいは事業者が性能設計法のメリット

を実感できるのは，事業として求める性能目標値を満足

する製品やサービス成果が得られた場合であろう． 

したがって，実現すべき性能目標が明確で性能設計の

成果が見通せた時，そのプロジェクトに関わるすべての

人々は結果的に性能設計を行うことのメリットを実感で

きることになる．  

 このことから，公共事業体の事業者も性能設計を行う

場合には，性能目標を明確に定量的に示すことが有用で

あろう．しかし，事業者が性能目標を定量化する手段を

持ち合わせていなければ性能目標を定量的に提示するこ

とはできない． 

 その結果，材料メーカーは自社基準に基づいてある性

能目標を満足する製品を事業体に納入するが，事業体に

とってその製品が運用するシステムの耐震安全性確保に

適切かどうか判断基準がないと，事業体は性能目標の視

点から製品の良否を判断できない． 

 水道事業体と管材メーカーの関係もこの例に似たとこ

ろがある． 

 この状況を解決し関係者全員が性能設計化の果実を得

るには，それぞれの部署が性能設計を進めるにあたって

互いに整合性のある定量的評価指標を性能目標として持

つことが必要である． 

 従来，水道事業体は耐震設計における目標として耐震

性能 3),4) 1, 2, 3の実現を目指していた．しかし，事業体の

水道システムが上述の耐震性能を満足しているかどうか

をどのように判断してきたのか？また，将来のレベル 2

地震動 5)に対して現状の水道システムが耐震性能 2 をど



 

 

の程度の確度で実現できるのか？それをどのような尺度

で評価するのか？これらの課題に答えるための技術基盤

が不十分では，性能設計化 6)も進展することは無かった． 

管材メーカーも，提示する製品寸法諸元が実現できる

管体の耐震性能は示せても，その性能が水道システム全

体の耐震性能とどう関わっているのかを明示する術は当

然持ち合わせていなかった． 

 また，水道システムには，管路以外に浄水場，配水池，

ポンプ室，バルブ室などが管路ネットワーク内に配置さ

れ，その外側にはエネルギー需給システムや通信・制御

システムなどの支援設備が存在する．これらの施設はそ

れぞれ固有の耐震性能と地震力に対する脆弱性を有して

いるため，水道システムの耐震安全性を論じる時には管

路システムと個々の施設の両者をネットワーク構成要素

として総合的に水道システムの耐震安全性について論じ

なければならない． 

 ここでは，水道事業体が管理・運営する水道ネットワ

ークシステムの耐震性能を信頼性設計法 7)に基づいて実

現する手法を「水道システムの耐震安全性能照査法」と

して提案する． 

 

 

2. 既往性能照査法の問題点 

 

(1) 水道システムの性能目標 

 水道施設耐震工法指針・同解説には，実現すべき耐震

化目標として，応急復旧日数が評価指標として例示され

ている．それを実現するために，耐震設計の目標として，

耐震設計 1, 2, 3が提示されている． 

 問題は，応急復旧日数を目標値通りに実現できる確信

の度合いがいくらか，それを水道事業体は自ら評価して

いない点にある．実現の可能性を 20~30%程度とするか，

70~80%程度とするかで，個々の要素の耐震設計レベル

が影響されるはずであるがその点の議論がされていない． 

 耐震設計法を性能設計化するとは，耐震設計を支配す

る設計変数の予測誤差を考慮して，この耐震目標の実現

確度を確率量で評価することである． 

 国内の耐震設計法 8),9)では一般的に，レベル１地震動

に対しては構造物の最大応答値は降伏限度以内にあるべ

きであり，レベル２地震動に対しては塑性変形量が限界

変位以内にあるように設計することが求められている． 

現行の水道指針では，水道システムの耐震化目標定量

化は，過去の被害実測データに基づいて管路被害推定を

行い，応急復旧日数を推定している．しかし，応急復旧

日数推定は，評価手順におけるさまざまの不確定変数を 

考慮しなければ確定値となり，不確定変数をすべて確率

量として評価しようとすると，計算量が膨大となるが応

急復旧日数に関する平均値や標準偏差などの確率統計量

は得られる．実務的には，設計コスト削減の観点から各

変数を確定量とすることで，応急復旧日数推定自体を確

定的に評価することになる．結果的に応急復旧日数の推

定確度 100%となり，性能設計化の議論に進めないこと

になる．従来，耐震設計法の性能設計化が進まなかった

のは，このあたりの状況を反映した結果と思われる． 

 しかし，性能設計化のために応急復旧日数のばらつき

を考慮したとして，どれほどの耐震設計上のメリットが

あるのか？性能設計法採否の議論をこの問題だけに限定

すると，耐震設計上のメリットを云々することが難しく

なる．しかし，もし，耐震化目標を応急復旧日数に限定

することなく，水道システムとしての給水性能と構成要

素である管材の耐震性能や要素施設の耐震性能の関連性

を定量評価できれば，給水性能実現のために必要な管材

や要素施設の必要耐震性能について具体的な議論ができ

るはずである． 

 一方，特定需要（重要給水）拠点の給水性能実現確率

が把握できれば，その値を条件として応急復旧日数推定

を別作業に分離することができよう． 

 

(2) 管材継手の耐震性能 

 個々の管材は，直列に繋がってパイプラインを構成す

る．したがって，一区間管路は管材継手一個の破断によ

って破断に直結するという脆弱性を有している．しかし，

この脆弱性はネットワークの冗長性によって緩和される． 

すなわち，水道システムの耐震性は，システムを構成す

る基本要素である管材継手の耐震強度とネットワークシ

ステムとしての冗長性を同時に考慮しなければ，満足な

評価はできないはずである． 

 現行の水道施設耐震工法指針・同解説は，一つの直線

管路を想定して，その最大ひずみ発生点の耐震安全性を

照査するだけであり，水道システムの耐震性能すなわち，

水源地から需要端までの給水性能については何らの規定

も無い．したがって，この直線管路の耐震安全性照査で

安全性が確認できたとしても，それは水道システムの耐

震性能を確認したことにはならない． 

 水道システムに使用される管材は，一般的にはダクタ

イル鋳鉄管が汎用されてきたが，幹線用の大口径管には

鋼管が多用され，最近の小中口径管では PE 管 10)も多く

採用されるなど，管材の多様化が進みつつある． 

また，ダクタイル鋳鉄管についても耐震安全性を考慮

した耐震管が導入され，地震により継手が抜け出すこと

が無いように継手内部に突起を設ける仕組みが採用され

ている．すなわち，個々の管材は，継手内部の寸法およ

び継手内部の変位抑止突起の強度の製作誤差を考慮して，

継手内寸法を設計することができる． 

 しかし，既存の継手は水道システムからの必要耐震目

標情報無しに製作されるため，これらの管材から構成さ



 

 

れる一区間管路および水道システムの耐震性能を保証す

るものではなく，管材と水道システム間に耐震目標に対

する有機的な連携が無かったと言わざるを得ない． 

 性能設計は信頼性設計法に基づいて行うため設計変数

の確率統計値が必要となるが，現行の水道指針では設計

変数について確率統計量を明示する規定が無いため，管

材メーカーはそれらのデータを自社内から外部に出すこ

とは無かった．しかし，今後，水道システムに対する耐

震設計法を性能設計化しようとするなら，水道施設耐震

工法指針・同解説は管材メーカーに要求する設計変数の

確率統計値を指針内に明記すべきであろう． 

 

 

3. 水道システムの性能設計 

 

(1) 水道システムの簡易モデル 

 水道ネットワークシステムの簡易モデルを Figure 1 に

示す．設定したモデルは，水供給端（浄水場）が１か所

(N1)，配水池，需要端などの施設(ノード，Node)は図中

の〇印で表しており，図中に７施設が存在する．ここで

は，重要拠点(A1)としてノード 7(N7)を設定した．ノー

ドに関するデータは，Table 1, Table 2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

Fi gure 1 水道ネットワークの簡易モデル 

 

Table 1 管路データ     Table 2 施設データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管路は，ノード間をつなぐものであり，図中に 10 本

の管路が設置されている．管路はネットワークのリンク

(Link)に相当する．それぞれの管路データは Table 1 に示

している． 

 耐震安全性能照査のため，各拠点施設の地震時破壊確

率を安全性指標でTable 2内にあらかじめ設定している． 

管路は，すべてダクタイル鋳鉄管耐震管が敷設されてい

ると仮定する．ノード間の管路（リンク，Link）は単管

が直列に繋がったものであり，その破壊確率𝑝௙,௟௜௡௞は単 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 2 連結性能解析 11)のフローチャート 

施設名 安全性指標

N1 4

N2 3.5

N3 3

N4 3

N5 3.5

N6 3.5

N7 3.75

乱数発生NL個

Start

乱数発生NN個

ノード初期値設定B1

リンク初期値設定

ノード破壊

リンク破壊確率修正

発生 非発生

リンク破壊発生 非発生
Ci=0 Ci=1

i=1,NL

j=1,NC

ノード間遷移行列生成Aj

k=1,MCS

(bq)j+1>0 ?
yes no

(bq)j+1=1

End

Bj+1=AjBj

Bj+1=(bq)j+1

(bq)j+1=0

物理的損傷度、機能的損傷度

給水到達度

管路名 管路延長

Link km

L1 10

L2 5

L3 9

L4 3

L5 6

L6 4

L7 2

L8 8

L9 10

L10 9



 

 

管継手の破壊確率𝑝௙,௝௢௜௡௧と管路本数𝐿/ℓから次式で定式

化する． 

                  𝑝௙,௟௜௡௞ = 1 − ൫1 − 𝑝௙,௝௢௜௡௧൯
௅/ℓ

                           (1) 

 

ここで，Lはノード間の管路延長，ℓは単管長である． 

管路継手の耐震性能と水道システムの機能性能の関係を

知るため，管路継手はすべて同一の耐震性能を持つと仮

定する．すなわち，継手の耐震性能は，破壊確率𝑝௙あ

るいは安全性指標𝛽を用いて表現することにする． 

 Figure 1 に示す液状化ゾーンは，その領域に属する管

路（リンク）と拠点施設（ノード）は液状化地盤上に設

置されていて，地震時液状化危険度を有すると仮定する． 

 

(2) 連結性能解析 11) 

 水供給端(N1)から需要端(N7)へ給水できるかどうかは 

破壊していない管路で連結した経路を通って需要端に到

達できるかどうかで評価できる．この到達の割合は，各 

管路の破壊確率および拠点施設の破壊確率に依存する． 

 リンクとノードが破壊確率によって規定されている場

合のネットワークの供給端から需要端への給水到達度，

いわゆる連結性能は，Figure 2 に示すモンテカルロシミ

ュレーションにより求めることができる．同フローチャ

ートに示す諸記号を以下に定義する．すなわち， 

   MCS：モンテカルロシミュレーション回数 

   NL：対象ネットワークのリンク数 

   NN：対象ネットワークのノード数 

   NC：給水到達度を求めるための最大遷移回数 

   Bj：第 jステップでのノード到達状態ベクトル 

   (b q) j：ノードベクトルBjの第 q成分．すなわち，

第 j ステップでの水供給端（浄水場）から

第 q番目ノードへの到達状態を示す変数． 

   Ci：第 i 番目リンクの連結状態の値．リンクが連

結状態の時はCi=1，リンクが破断状態の時は

Ci=0の値を与える． 

   Aj：第 j ステップでノードベクトル Bjからノード

ベクトル Bj+1へ遷移させる遷移マトリックス． 

     第 s ノードから第 t ノードに繋がるリンクが

第 iリンクの時，行列 Ajの第 st成分(ast)jは Ci

で与えられる． 

さらに，フローチャート内の語句について以下のように

定義する． 

リンク破壊確率修正： 

  破壊ノードをバイパスする連結リンクはノード破

壊確率分が増加すると仮定してリンク破壊確率を

修正する． 

 遷移行列： 

   第 s 番目のノードから第 t 番目ノードへの連結さ

れている場合の遷移行列成分は 1，連結されていな

い場合はその成分は 0とする． 

 給水到達度： 

   試行回数 MCS の内，水供給端（浄水場）から重

要拠点までの連結経路が確保できた回数 M を得た

時，給水到達度はM/MCSで定義する． 

 物理的損傷度： 

   損傷管路の期待発生数を全管路数で除したもの． 

 機能的損傷度： 

   ノードへの期待非到達数を全ノード数で除したも

の． 

 耐震化率： 

管路区間ごとに従来継手のダクタイル鋳鉄管を

耐震性のある継手を持つダクタイル鋳鉄管（耐震

管）に置換した時，置換管路長を全管路長で除し

た値とする． 

Figure 3 は重要拠点への給水到達度と継手安全性指標

との関係を図示したものである．同図によれば,安全性

指標𝛽௝௢௜௡௧が 

   

(2) 

 

の範囲では，給水到達度は 0.2~0.8の範囲にあることを

示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 3 重要拠点への給水到達度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 4 各ノードへの給水到達度に及ぼす管路欠損の影響 

𝛽௝௢௜௡௧ = 3.2~3.7
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Figure 5 物理的損傷度と機能的損傷度の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 6 耐震化率と給水到達度の関係 

 

 この水道システムの場合 ，管路継手の断面寸法や材

料強度が継手安全性指標の値を満足するように製作され 

ることで，水道システムは所要の耐震安全性能を得られ  

ることになる．この時，給水到達度が0.2~0.8であること

を示している． 

もし，水道システムの給水到達度が少なくとも 0.2~0.8

に存在することを期待するなら，管路継手の安全性指標

は 3.2 以下では継手安全性能が不十分であること，また

3.7 以上では過度な継手安全性能を要求することになる． 

 Figure 4 は管路欠損が発生した場合（あるいは，逆に

欠損管路を修復した場合）の給水到達度に及ぼす影響を

見たものである．同図によれば，欠損管路が増加するに

つれて到達度水準が低下する様子がわかる． 

 Figure 5 は物理的損傷度と機能的損傷度を比較したも

のである．同図によれば，継手安全性指標3.2~3.7の範囲

では，機能的損傷度が構造的損傷度よりも 0.2 程度上回

っていることが見てとれる．これは，実地震被害データ

から得られる構造的損傷度データ以上に機能的損傷度す

なわち水道システムの給水能力低下が著しいことを示唆

している．   

 Figure 6 は，耐震化率と給水到達度の関係を示したも

のである．同図によれば，給水到達率は耐震化率 20%以

下ではゼロ近くであるが、耐震化率が 40%前後になると

0.5程度に急増し，耐震化率が 60%を超えると 0.8程度に

増加し，それ以上の耐震化率に対しても 0.8程度を維持 

 

 

 

 

 

 

Figure 7 地震動予測手順 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 8 ダクタイル鋳鉄管耐震管継手 12)の変位量 

 

する傾向を示している． 

 これらの情報が得られた時，水道事業体の担当者は事

業体が求める到達度に見合う継手性能を獲得するために，

継手安全性指標を満足する耐震管路継手の調達を管材メ

ーカーに要請することになる． 

 これにより，継手安全性指標が提示されるので，管材

メーカーは耐震性目標としてのこの値を満足する管路継

手の性能設計が可能となる． 

 

 

4. パイプラインの性能設計 

 

(1)  管材継手の耐震設計 

 水道事業体から管材メーカーに対して継手安全性指標

が与えられた時，管材メーカーの管路継手に関する耐震

設計および性能設計は以下の手順で行うことができる．  

a) 地震動の大きさを確認． 

b) 地盤震動による最大地盤変位，管・地盤間の相対

変位算定 

c) 地盤変位を吸収するのに必要な単管本数算定 

d) 破断限界に至るまでの最大単管連結本数 

e) 管路継手の破断予測 

 上記手順のすべての段階で現れる設計変数は予測誤差，

測定誤差，製作誤差などの影響を受けて不規則変数の特

性を示すことになる． 

 設計変数の不規則性を考慮した場合の管材継手性能設  

計式は，以下の手順で定式化できる． 

a) 地震動の大きさを確認 13) 

 国内の耐震設計ではレベル１，２地震動がCode  

writer により指定されている．これに従う場合は， 

以下の検討過程は不要である．一方，日本とは異

なる地震環境にある所で地震動の大きさを設定す
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る場合は，下記の手順に従う．想定期間 n 年中の

地震発生確率 p を指定して地震規模を設定する場

合は，次式で再帰年数 TRを求め， 

 

 

(3) 

 

Figure 7よりそれに対応する地震のモーメントマグ

ニチュードMWを設定することになる． 

地震発生が想定される活断層から検討対象地点

までの距離 Rから距離減衰式 14)f(MW,R)により工学

的基盤における地震動規模 ABを推定する．固有

周期 Tの表層地盤の応答倍率 C(T)を考慮して地表

での地震加速度AS(T)が推定され，１自由度振動系

モデルに対する加速度応答スペクトルの形で地震

動 SA(T)が設定できる． 

 この過程で現れるすべての設計変数が予測不確

実を有している．しかし，実務的観点からの最も

簡便な設計変数の確率統計的取り扱いは，SA(T)の 

確率統計量に上記過程のすべての不確実量の影響

を集約してしまうことである． 

 この時，地震動の確率統計量は次式で表現でき

ることになる． 

 平均値：E[SA(T)],  分散：VAR[SA(T)] 

b)  地盤震動による最大地盤変位算定 

    応答変位法により，地盤変位Uh(T)は次式で算

定する．             

                                (4)  

 

ここで， 

                 T ： 地盤卓越周期 

       SV(T)：速度応答スペクトル 

   c)  地盤変位を吸収するのに必要な単管本数 

    必要単管本数をmとすると， 

                                    

                                                               (5)                            

 

   ここで， 

       ：単管継手許容変位 

     管材継手変位のバラツキは，管材の製作誤差

および管路埋設施工時の継手位置の変動に起因

して発生する． 

d) 破断限界に至るまでの最大単管連結本数 

耐震管の継手引張強度は，継手内ロッキングリ

ング（locking ring）が挿し口突部を剪断破壊する

強度で規定されその大きさは約3D (kN)と言われて

いる．ただし，D は管口径で mm 単位で表される． 

 連結管路の破断は，連結された管の周面に沿

って作用する剪断力に起因する継手引張力が単

管の継手引張強度を上回った時に発生する．こ

の時の連結管本数が破断必要管数となり，次式

で表される． 

        

(6) 

 

     ここで， 

       𝜏௖௥：管周辺土の滑り開始限界剪断応力 

       ℓ：単管長 

ところで，この式を構成する 3D およびcrは鋳鉄

管材料や周辺土の限界強度であり，基本的に不

規則量である．3D の不規則性を明確化するため，

3の代わりに F3の記号で置き換える．したがって，

その不規則量F3は 

平均値：E[F3]，分散：VAR[F3] 

となる． 

また，周辺土の滑り開始限界剪断強度は土被

り 1.8 m の埋設管周辺土を用いた剪断実験による

計測値であり，基本的に不規則変数である．し

たがって，その確率統計量は，    

 平均値：E[cr], 分散：VAR[cr] 

となる． 

e) 管材継手の破断予測 

    連結管路の破断は，地盤変位吸収に必要な管本

数mが破断必要管数mcrを上回った時に発生する.

したがって，管材継手の破壊確率は次式で定式

化できる． 

 

      𝑝௙,௝௢௜௡௧ = 𝑃[𝑚௖௥ − 𝑚 < 0]                             (7) 

 

(2) 管材継手の性能設計  

 現在使用されている管材継手許容変位寸法は Figure 7

では60 mmに設定されている．この値の妥当性は，以下

に展開する継手変位性能照査により判断できる． 

 いま，式(7)の変数mに式(5)を代入すると，管材継手

の破壊確率 16)は 

𝑝௙,௝௢௜௡௧ = 𝑃[𝑚௖௥𝛿 − 𝑈௛ < 0]             (8) 

 

となる．式(8)内の破壊条件式を自然対数形式で書き換

えると，次の破壊条件式が得られる． 

 

𝑍 = 𝑙𝑛 ൬
𝐹ଷ ∙ 𝛿

𝜋𝜏௖௥ℓ
൰ − 𝑙𝑛(𝑈௛) 

 

確率変数 Zを標準正規変数 zに変換することで，式(9)は，

次式で表現できる． 

 

𝑇ோ =
1

1 − (1 − 𝑝)ଵ/௡
 

(9) 

𝑚௖௥ =
3𝐷

𝜋𝐷ℓ𝜏௖௥
 



 

 

𝑝௙,௝௢௜௡௧ = 𝑃 ቈ𝑧 <  −𝑙𝑛 ቊ𝐸[𝛿]/ ቆ
𝜋𝐸[𝜏௖௥]ℓ𝐸[𝑈௛]

𝐸[𝐹ଷ]
ቇቋ /𝜎௭቉ 

(10) 

ここで，標準正規変数 z の平均値は 0，標準偏差は 1 で

あり，確率変数 Zの標準偏差は次式で与えられる． 

  𝜎௓ = ට𝛿௎೓

ଶ + 𝛿ఛ೎ೝ
ଶ + 𝛿ிయ

ଶ + 𝛿ఋ
ଶ
               (11) 

ただし，2
Xに使用されたは変数 X の変動係数を表す記

号である． 

 したがって，式(10)は標準正規分布関数Φを用いて次

式で表現することができる． 

 

 

 

                                                 (12) 

式(12)から継手の必要変位量平均値は次式で求められる． 

 

 

 

(13) 

いま，埋設管土被りを 1.8 m として各設計変数の値を

Table 3のように設定すると，継手必要変位量と継手安全

性指標の間の関係がFigure 9で表現できる． 

 Figure 8に現状の継手許容変位量が 60 mmと記されて

いるが，Figure 9では式(13)の設計値と現状の値とを併記 

して両者を比較している．同図によれば，現状の継手変

位量は，継手の安全性指標が3.5以下では設計値より少

し大きい目の値を示し，3.5 以上の場合は設計値以下の

値であることを示している．水道事業者が必要とする安 

 

Table 3 解析条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 9 継手安全性指標と継手変位量の関係 

 

全性指標が 3.5 以上の場合は継手許容変位量を現行の 60 

mm よりもやや拡張することの必要性を示唆していると

言えよう． 

 継手変位量が式(13)で与えられた場合の継手安全性指

標と必要管本数の関係は，Figure 10 に示されている．同

図によると，破断必要管数 mcr が地盤変位吸収必要管数

mを約 3倍程度上回っていることがわかる． 

 

(3) ノード構造物の性能設計 

 水道システムに存在する代表的な施設として Figure 11

の配水池を性能設計の検討対象として取り上げる．それ

らの構造物に対する耐震安全性能照査に至る定式化の詳

細は既発表論文 17),18)に記載しているので，ここではその

成果を利用する． 

配水池は，比較的低層の RC 構造物が多く，1 自由度

系振動モデルでの等価線形化解析が適用可能となる場合

が多い．レベル 2地震動を用いた修復限界に対する安全 

性照査は，以下の式で安全性判定ができる． 

 

              𝛿஺
௥௘௣௔௜௥

< 𝛿௖௥                     (14) 

  

ただし，𝛿஺
௥௘௣௔௜௥

は修復限界モードにおける地上構造物

の変位応答，𝛿௖௥は限界値である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 10 継手安全性指標と必要管本数の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 11 地上構造物，地中構造物，接続部と作用外力 

 

𝑝௙,௝௢௜௡௧ = 𝛷 ቈ−𝑙𝑛 ቊ𝐸 [𝛿] ቆ
𝜋𝐸[𝜏௖௥]ℓ𝐸[𝑈௛]

𝐸[𝐹ଷ]
ቇൗ ቋ 𝜎௓ൗ ቉ 

𝐸[𝛿] =
𝜋𝐸[𝜏௖௥]ℓ𝐸[𝑈௛]

𝐸[𝐹ଷ]
 𝑒𝑥𝑝൫−𝜎௓ ∙ 𝛷ିଵൣ𝑝௙,௝௢௜௡௧൧൯ 

T Sv Uh F3 cr ℓ sz 

sec m/sec m kN/mm kN/m2 m m

Mean 1 1 0.2026 3 15 6 * *
COV 0 0 0.3 0.05 0.1 0 0.324 0.05
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一方，地中構造物の耐震安全性判定は次式で行うこと

ができる. 

 

𝛾௎
௥௘௣௔௜௥

< 𝛾௖௥                         (15) 

 

ただし，𝛾௎
௥௘௣௔௜௥

は修復限界モードにおける地中構造物

の剪断ひずみ応答，crはその限界ひずみである． 

 したがって，それぞれの配水池の破壊確率は，式(14),

式(15)の事象の逆事象発生確率として次式で評価するこ

とができる． 

 地上式配水池の破壊確率： 

𝑝௙,஺ = 𝑃ൣ𝛿௖௥ − 𝛿஺
௥௘௣௔௜௥

< 0൧      (16) 

 

 地下式配水池の破壊確率： 

     𝑝௙,௎ = 𝑃ൣ𝛾௖௥ − 𝛾௎
௥௘௣௔௜௥

< 0൧           (17) 

 

 

5. 事例検討 

 

(1) 水道ネットワークシステムの実大モデル 

 水道事業体の一般的な水道システムにおける配水本管

網を検討モデルとして採用する．Figure 12 は採用した水

道システムモデルである． 

 対象とする水道ネットワークシステムは，ノードが

15箇所，管路（リンク）は 19本から構成されており，3

か所の水供給端(N1, N2, N3)を持つ．水道システムの機能

性能を確認するための重要給水拠点はノードN14とする． 

管路は送水管と配水本管であり，すべての管材が耐震管

で構成されていると仮定する．Table 4, 5に管路長さと施

設（ノード）の安全性指標を示し、ノードN4~N15の安 

全性指標を 3.5と設定した． 

 

(2) 重要拠点への給水到達度と継手安全性指標との関係 

 実大モデルの場合は，Figure 13に示すように，給水到 

達度が0.2～0.8となる継手安全性指標は 3.0~3.25となり

Figure 3に示す簡易モデルの場合と比較すると，その安 

全性指標範囲が狭まる傾向を示している．ただし，両者

の安全性指標範囲が異なる原因は必ずしも明確ではない

が，ネットワーク構造が異なることが原因と推察される．

また，実大モデルの Figure 14 と簡易モデルの Figure 5 を

比較すると，実大モデルでは物理的損傷度と機能的損傷

度が安全性指標の検討範囲内では交差しない特徴を示す． 

 Figure 15 では実大モデルの継手安全性指標と継手変位

量の関係を示す．Figure 8 の簡易モデルの場合とは異な

り，継手変位量の実寸法は設計値を上回っており，安全 

性に余裕があることになる． 

 Figure 16では実大モデルの耐震化率と給水到達度の関 

係を示す．管路耐震化の施工順序を Figure 12 の L1 から

L19の順番に施工する場合を正順、一方、L19からL1の 

順に施工する場合を逆順として，施工順序の影響を検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 12 水道システムの実大モデル 

 

Table 4 実大モデルの    Table 5 実大モデルの 

管路データ         施設データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Link Length

km

L1 2

L2 2

L3 2

L4 1.94

L5 3.2

L6 4.86

L7 1

L8 2.2

L9 1

L10 8.26

L11 3.78

L12 2.86

L13 2.44

L14 3.2

L15 6.46

L16 2.72

L17 2.44

L18 7.85

L19 8.84

Node Safety index

b

N1 4.5

N2 4.5

N3 4.5

N4 3.5

N5 3.5

N6 3.5

N7 3.5

N8 3.5

N9 3.5

N10 3.5

N11 3.5

N12 3.5

N13 3.5

N14 3.5

N15 3.5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 13 実大水道システムの重要拠点への給水到達度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 14 実大水道システムの物理的損傷と機能的損傷の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 15 実大モデルの継手安全性指標と継手変位量の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 16 実大モデルの耐震化率と給水到達度の関係 

 

している．耐震化前の管路継手の安全性指標は𝛽௝௢௜௡௧ =

2.5，耐震化後の管路継手の安全性指標を𝛽௝௢௜௡௧ = 3.5と

設定した．同図によれば，正順の場合は耐震化率 60％

以下では給水到達度が低いが 60%を超えると急激に増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 17 ノード施設の安全性指標水準と給水到達度との関係 

 

する傾向を示している．一方，逆順の場合は，耐震化率

が 40%を越えると給水到達度が一段階上昇し、さらに耐

震化率が 60%を超えるともう一段階増加する傾向を示す．

このことから，管路耐震化は施工順序に関わらず、耐震

化率が 40%を越えなければ給水到達度の改善は見られな

いことを示している．また，管路耐震化施工順序によっ

て給水到達度の進捗状況が変わり得ることも示唆してい

る．また，正順方式は水道管路網の上流側から耐震化施

工をする傾向をもっており，逆順方式は下流側から施工

する傾向を もっている．そして，Figure  16の結果は，逆

順（下流側）の場合には管路耐震化の進捗に応じて次第

に給水到達度が上昇する傾向が見受けられる．一方，正

順の場合は，耐震化率が 60%を越えると給水到達度が一

気に上昇する傾向となっている． 

Figure 17 では，水道システム内の各ノード施設の安全

性指標を1.0から4.0まで変化させた時の給水到達度への

影響を検討している．施設破壊に伴う機能性能損傷の影

響により施設に接続する管路の破壊確率が増大するとし

て，その増加した管路破壊確率は、元の管路破壊確率と

施設機能損傷確率の和集合で評価できると仮定する．こ

こで，施設機能破壊確率 pf,nodeは，施設破壊確率 pf,nに影

響度合い係数 nを乗じて得られるものとする．その影響

度合いを 3ケース (n=1,10,100)について検討した．同図で

は，n=1 はノード施設の機能破壊の影響が無視できる場

合に相当し，n=100 はノード施設の機能破壊の影響が施

設破壊確率の 100倍に相当すると仮定してそれらの影響

度合いを比較している．同図によれば，n=1 では，給水

到達度に及ぼす影響はノードの安全性指標全般に亘って

小さいが，n=10, 100と増大するに連れてノード施設の安

全性指標が小さい領域では給水到達度が急減している様

子が見て取れる．n=100 の場合には，ノード施設の安全

性指標を 3~3.5 にすると給水到達度を 0.75 以上確保でき

ることになる．この情報は，ノード施設の構造設計に際

して少なくともどの程度の安全性指標が必要かを推定す

る際に有用になると思われる． 
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６．結論 

 

 水道システムを検討対象にして，ネットワークシステ

ムの耐震安全性目標を実現する実用的な性能設計法を開

発した．その成果をまとめると，以下のものが得られた． 

(1) 水供給端（浄水場）から重要拠点までの給水到達度

を水道システムの機能性能評価目標とした時，到達

度と管材継手安全性指標の関係を明確化した． 

(2) 水道システムの到達度を0.2~0.8とする時，ダクタイ

ル鋳鉄管耐震管の継手安全性指標は水道システムの

簡易モデルでは 3.2~3.7 程度，実大モデルでは

3.0~3.25程度が必要であることが判明した． 

(3) 地盤変位を吸収するための継手変位量と継手に要請

される継手安全性指標との関係を定式化した． 

(4) 耐震化率が 40%を超えると，給水到達度が増加し始

め，60%を越えると給水到達度が大きく改善する特

徴を示しており，水道システムの耐震化指標として

耐震化率を用いる場合の管理目標水準を明確化でき

た． 

(5) ノード施設の機能破壊の影響を施設破壊確率の 100

倍と仮定した場合には，ノード施設の安全性指標を

3~3.5にすると給水到達度を0.75以上確保できること

になる． 
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               Performance-based seismic assessment for water pipeline system has not been generalized in the several decade in 

Japan, Even though the performance-based approach is forced, it cannot be proceeded without the goal of performance. 
            The seismic safety performance of Level 1,2,3 in the Japanese design code is developed based on reliability approach 

in which any appropriate goal of seismic design should be given in terms of  the safety index for water supply authority, 
pipe suppliers and pipeline construction companies. Exsample study of the model network shows that the safety index 
of pipe joint should be  3.2~3.7  in order to obtain the performance level of 0.2~0.8 for water supply at the target demand. 

 


